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小石川税務署 文京区役所

自衛隊東京地方協力本部
台東出張所

新宿地方合同庁舎
東京行政評価事務所
東京第一営繕事務所

後楽園駅

事業計画地

500m

１．事業の概要
（１）事業の概要
⚫小石川地方合同庁舎に入居予定の官署が現在使用している庁舎の経年による老朽、耐震性能不
足等の解消のため、集約立体化を行う事業

⚫文京区施設（区立認定こども園及び清掃事務所）との合築により一体的に整備

文京区

広域図

１

事 業 概 要

位置図

事業計画地 ： 東京都文京区後楽1-7-4、1-7-9

敷地面積 ： ３，１８２㎡

延床面積 ： ４，０８９㎡（全体 9，437㎡）

構造、規模 ： 鉄骨造（一部鉄骨鉄筋コンクリート造） 地上５階地下２階建

事業期間 ： 平成３０年度 ～ 令和７年度（前回：平成３０年度 ～ 令和５年度）

事業費 ： 約35億円（前回：約30億円）

位置図



１．事業の概要
（１）事業の概要

２

▲

認定こども園 園庭

都道434号線

前面道路

前面道路
小石川
後楽園

出入口

新庁舎の配置図・完成予想図

完成予想図

※園庭エリアは、文京区の事業。関東地整が受託による事業執行を予定。

配置図

新庁舎



１．事業の概要
（１）事業の概要

３

駐車場

清掃事務所

営繕事務所

認定こども園

認定こども園

税務署

税務署

清掃事務所（窓口）

自衛隊

行政評価事務所

園庭
小石川後楽園

国

文京区
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平面図
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新庁舎の平面図・階構成



１．事業の概要
（２）事業の背景

⚫小石川税務署及び新宿地方合同庁舎は、築後施設の老朽化による不具合が生じている。また、
現行の耐震基準における耐震性能が不足しており、大規模地震時に倒壊・崩壊のおそれがある。

⚫自衛隊出張所は民間ビルを賃借しているため集約により合理化を図る必要がある。

４

施設名称 所在地 建築年次 不具合等の状況 延べ面積 備考

小石川税務署 東京都文京区 昭和43年
老朽、防災機能に係る施設の不備（耐震性
能不足）、狭あい

1,787㎡

新宿地方合同庁舎 東京都新宿区 昭和52年
老朽、防災機能に係る施設の不備（耐震性
能不足）、施設の不備（バリアフリー）

1,264㎡

自衛隊東京地方協力本部
台東出張所

東京都台東区 昭和56年 借用返還
94㎡

（借用分）
民間ビルを借用

小石川税務署 新宿地方合同庁舎



１．事業の概要
（３）事業採択の経緯

５

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成１８年７月７日、閣議決定）

・一般庁舎・宿舎、未利用国有地等の売却・有効活用を促進することとされる。

「国有財産の有効活用に関する報告書」 （平成１９年６月１５日）

（財務省：国有財産の有効活用に関する検討・フォローアップ有識者会議）
・東京２３区内に所在する庁舎の移転・再配置計画を提案

文京区施設を含めた一体的整備計画の検討

国有財産の有効活用のため、財務省の有識者会議より提案された東京２３区内の庁舎等の移転・再
配置計画

国土交通省 小石川地方合同庁舎整備事業を事業採択（平成２９年７月）



① 杭仕様・施工方法の見直し（工事費：約4.8億円の増額）
設計業務における詳細検討の結果、杭仕様及び施工方法の見直しが必要となり、全体計画額の

増額が生じた。

・詳細設計を行ったところ、杭の仕様（径、長さ等）に見直
しが生じた。

・当初計画においては、基礎杭の施工は、地中基礎等の解体
後、仮設スロープ等を設置し、地下底部（地下２階）に重
機を降ろして行うことを想定していた。杭仕様の見直しに
より、想定よりも大型の重機による施工が必要となり、地
下底部に重機を降ろさず、地下部分の埋め戻し後に杭施工
を行うこととなった。

② 消費税率10％引き上げ（令和元年10月）に伴い、全体計画額の増額が生じた。
（工事費等：約0.6億円の増額）

２．事業の進捗状況と見込みについて
○前回事業評価以降の主な変更

⚫事業費 約35億円（新規採択時：約30億円）

（１）事業費の変更

６

大型重機

◀
敷
地
境
界

地下鉄

仮埋戻し

既設構造物への影響を避けるため、
埋込み深さを確保

見直し後の計画イメージ



２．事業の進捗状況と見込みについて
（２）事業期間の変更

○主たる事業期間の変更理由
・杭仕様・施工方法の見直しや園庭部分（文京区所管）等の追加対応※により、事業期間の見直
しが必要となった。

・スケジュールの再検討の結果、工事着手可能な計画地にある既存建物の地上部等の解体工事を
先行実施することとし、全体工期は２年程度の延長となった。

令和４年度
再評価時

年度 2018（H30） 2019（R1） 2020（R2） 2021（R3） 2022（R4） 2023（R5） 2024（R6） 2025（R7）

設計

施工

今回

平成29年度
新規採択時

年度 2018（H30） 2019（R1） 2020（R2） 2021（R3） 2022（R4） 2023（R5）

設計

施工

工事完成

⚫事業期間 平成30年度～令和７年度（８年）（今回）
平成30年度～平成35年度（６年）（新規採択時）

新規採択時

再評価時（今回）

※園庭部分（文京区所管）等の追加対応について
文京区より、園庭内の既存園舎解体や管理棟新築等の追加実施の要望があり、
設計等に追加期間を要した。
（園庭エリアの工事は、新庁舎完成後に着手し、令和８年度に完成予定）

配置図

庁舎園庭※

７

：入札契約期間を示す



３．事業の評価
（１）事業計画の必要性に関する評価

８

事業計画の必要性がある

計画理由 備考
平成29年度 令和４年度 （既存官署の問題点等）

新規採択時 再評価時

老朽 82.6 82.6
小石川税務署は築後50年以上、新宿地方合同庁舎は築後40年以上経過

しており、老朽化が著しい。

狭あい 2.4 2.4 小石川税務署は、業務量の増加に伴い、狭あいが著しい。

借用返還 2.1 2.1
自衛隊東京地方協力本部台東出張所は、民間ビル及び駐車場を賃借して

いる。

地域連携 4.0 4.0 地方公共団体の施設と合築整備

防災機能の不備 9.6 9.6
小石川税務署及び新宿地方合同庁舎は、構造体の耐震性能不足（建築基

準法未満）。

施設の不備 1.4 1.4 バリアフリー法建築物移動円滑化基準不適合。

合同庁舎計画 10.0 10.0

特定国有財産整備計画 10.0 10.0

合計 122.1 122.1 ≧100

評点



３．事業の評価
（１）事業計画の必要性に関する評価

９

現庁舎の老朽状況

外壁
ひび割れ

外壁 ： 躯体にひび割れが発生している

屋上防水の劣化

屋上（左）、天井（右） ： 屋上防水の劣化による漏水により、天井の剥離が発生している

天井の漏水

機械設備 ： 給水設備の経年劣化により、
使用出来ない器具がある

電気設備 ： 動力盤、監視設備等に経年
劣化が見られる

内壁
ひび割れ

内壁 ： ひび割れより漏水が発生している

小石川税務署



３．事業の評価
（１）事業計画の必要性に関する評価

１０

現庁舎の老朽状況

新宿地方合同庁舎

外壁
ひび割れ

外壁：躯体にひび割れが発生している

床にひび割れ

内壁 ： 経年劣化によりタイルのひび割れ
や浮きが見られる

排水不良が発生

機械設備 ： 排水設備の経年劣化により、
排水不良が発生している

屋上防水の劣化

屋上 ： 腐食により鋼管（排水管）に穴が
あき漏水が発生している

内壁の漏水痕

内壁 ： ひび割れより漏水が発生している
電気設備 ： 屋外配管側溝蓋に経年劣化

による錆が発生している



３．事業の評価
（１）事業計画の必要性に関する評価

１１

防災機能の不備

構造体の耐震性能不足 ： 小石川税務署、新宿地方合同庁舎（東京行政評価事務所、東京第一営繕事務所）

構造体：
耐震性能が不足しており、
大規模地震時に倒壊・崩壊のおそれがある

耐震安全性の評価

小石川税務署 評価値 ： ０．６０

東京行政評価事務所 評価値 ： ０．６４

地震の震動及び衝撃に対して倒壊し又は崩壊

する危険性がある。

東京第一営繕事務所 評価値 ： ０．６4

地震の震動及び衝撃に対して倒壊し又は崩壊

する危険性がある。

耐震安全性の目標

評価値 ： １．００

大地震動により構造体に部分的な損傷は生じるが、

建築物全体の耐力の低下は、 著しくないことを

目標とし、 人命の安全確保が図られている。

評価値 ： １．25

大地震動後、構造体の大きな補修をすることなく

建築物を使用できることを目標とし、 人命の安全

確保に加えて機能確保が図られている。

＜
不足

＜
不足

（官庁施設の被害例）



合計
 建設費 1,888,180

 企画設計費 98,892

 解体費 1,333,762

 修繕費 356,768

 保全費 778,937

 光熱水費 203,441

1,307,796

-441,696

合計
 建設費 1,707,871

 企画設計費 78,328

 解体費 228,663

 修繕費 333,105

 保全費 764,608

 光熱水費 208,242

 賃料 218,983

2,523,721

-335,287

202,154

1,524,938

差額②－①（千円）

①事業案の総費用（千円）

②代替案の総費用（千円）

5,526,080

5,728,234

１．初期費用

２．維持修繕費

３．土地の占用に係る機会費用

４．法人税等

３．土地の占用に係る機会費用

４．法人税等

１．初期費用

２．維持修繕費

3,320,834

1,339,146

2,014,862

事業計画の合理性がある

３．事業の評価
（２）事業計画の合理性に関する評価

１２

※分析期間は、庁舎建設期間
及び維持管理期間の50年間

※社会的割引率（４％）を用
いて現在価値化を行い費用
を算定

小石川税務署 →建替
管轄内に必要面積に対応する賃
借施設等は存在しないことから、
賃借は困難。また、敷地狭あい
のため増築不可。

新宿地方合同庁舎 →増築

自衛隊東京地方協力本部
台東出張所 →賃借

管轄内に空地になっている国有
地等は存在しないことから、別
地建替は困難。

採用した代替案

（4,295,131）

（4,510,314）

（215,183）
※括弧内は、新規採択時の金額を示す。



３．事業の評価
（３）事業計画の効果に関する評価【B1】

１３

事業計画の効果がある

平成29年度 令和４年度

新規採択時 再評価時

用地の取得・借用 1.1 1.1 国として用地を保有できている

災害防止・環境保全 1.0 1.0 河川氾濫による支障は全て技術的に解消できる見込み

アクセスの確保 1.1 1.1 区の中心部に立地

都市計画等との整合性 1.0 1.0 都市計画その他の土地利用に関する計画と整合している

敷地形状等 1.0 1.0 敷地が有効形状、接道あり

建築物の規模 1.0 1.0 業務内容等に応じ、適切な規模を設定

敷地の規模 1.0 1.0 建築物の規模及び業務内容等に応じ、適切な規模を設定

構造 機能性 1.0 1.0 執務に必要な空間及び機能が適切に確保される見込み

評点 （全ての係数の積×100） 121 121 ≧100

位置

規模

業務を行うための基本機能（B1）の発揮見込み

分類 項目
係数

評価の根拠



３．事業の評価
（３）事業計画の効果に関する評価【B2】

１４

施策に基づく付加機能が発揮される見込みである。

分類 評価項目 確保する性能の水準 主な計画内容の例

社会性 地域性

官庁施設の基本的性能基準に基づき、地域の特性とと

もに、地域の活性化等地域社会への貢献について配慮

されている。

・地方公共団体の施設との合築を行う計画

環境保全性
官庁施設の環境保全性基準に基づき、特定事務庁舎を

新築する場合の水準を満たしている。

・省エネルギー・省資源に配慮した計画

・自然エネルギーを利用する計画

（照明制御 / 太陽光発電 / 屋上緑化 / 高性能ガラス / 雨水利用設備）

木材利用促進
公共建築物における木材の利用の促進のための計画に

基づき、木造化、内装等の木質化が図られている。
・内装の木質化を図る計画※

機能性
ユニバーサル

デザイン

官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準に基づ

き、不特定かつ多数の人が利用する施設については、

建築物移動等円滑化誘導基準を満たしている。

・建築物移動等円滑化誘導基準に適合する計画

安全性 防災性

官庁施設の総合耐震・対津波計画基準に基づき、大地

震動後、構造体の大きな補修をすることなく建築物を

使用できることを目標とし、人命の安全確保に加えて

機能確保が図られている。

・構造体の耐震安全性の目標をⅡ類とする計画

　（Ⅱ類：地震力に対する各階の必要保有水平耐力を1.25倍相当）

※自転車置場（当初木造化を計画）については、限られた敷地の中で、建物配置を検討した結果、自転車置場を庁舎（S造一部SRC）に含める計画とした。

施策に基づく付加機能（B2）の発揮見込み

環境

保全性

※自転車置場（当初木造化を計画）については、限られた敷地の中で、建物配置を検討した結果、自転車置場を庁舎（鉄骨造一部鉄骨鉄筋コンクリート造）に含める計画とした。



３．事業の評価

１５

環境保全性

（３）事業計画の効果に関する評価【B2】

高性能ガラスきめ細かい照明制御

屋上緑化

太陽光発電

雨水利用

建物の高断熱化による
熱負荷の低減

水資源エネルギーの活用
（雨水利用設備）

環境負荷低減に配慮した官庁施設 イメージ

自然エネルギーの有効活用（ 太陽光発電 ） 緑化の推進（屋上緑化）

25%点灯 50%点灯 70%点灯

750lx

昼光

750lx 750lx750lx

※昼間の明るさを利用し、照明エネルギーを削減

照明制御

※写真はイメージ



３．事業の評価

１６

（３）事業計画の効果に関する評価【B2】 ※写真はイメージ

庁舎内装等への木材利用

車いす使用者用駐車場の整備 多機能トイレの整備 階段への二段手すりの設置
注意喚起表示

ユニバーサルデザイン

木材利用促進



４．今後の対応方針（原案）

１７

（１）事業の必要性等に関するの視点

⚫小石川地方合同庁舎に入居予定の官署が現在使用している庁舎の経年による老朽、耐震性能不
足等を解消する必要がある。

⚫集約立体化等により「利用者の利便性向上」、「老朽化の解消」、「業務効率化」、「総合的
な耐震安全性の確保」、「利用者の安全・安心の実現」に貢献し、また、文京区施設との合築
により地域発展に寄与することにより、地域における国有財産の有効活用が図られる。

⚫事業計画の「必要性」「合理性」「効果」は、指標に基づき要件を満たしている。

（２）事業進捗の見込みの視点

⚫既存建物の地上部等の解体工事は、令和４年８月に完了。
⚫新庁舎工事は、発注手続中であり、令和７年度完成を予定。

（３）対応方針（原案）

⚫事業の必要性等については評価基準以上の評点となっている。また、今後の事業進捗も見込ま
れることから、現計画により本事業を継続することが妥当と考えます。


